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令和５年度の環境保全行動に取り組んでいる県民の割合は約７割に達し、その意識は年々高まっており、

実際の行動にも着実につながっているものの、更なる実践行動を促すためには、社会のあらゆる場において、

総合的で実践を伴う環境学習が適切かつ活発になされるよう、取組を充実させるとともに、そのための指導

者の育成などを行う必要があります。 
県では、県民の自主的な環境保全活動を促進し参加機会の拡大を図るため、各地で行われている取組に関

する情報提供や、地域で緑化活動や美化活動などを行っている団体等の活動支援、環境学習講師の派遣など、

環境保全活動の拡大に向けた支援を行っています。 
また、県民一人ひとりが、環境への負荷の少ないライフスタイルのあり方や自然の大切さに対する理解と

認識を深めるため、「環境の日」ひろしま大会等を通じた環境保全の普及啓発に取り組んでおり、引き続き、

様々な機会を通じた普及啓発を推進するとともに、県民が自主的に環境に配慮した生活・行動を選択・実行

できるよう、環境保全行動等に関するさまざまな情報を各種媒体によって総合的に提供していく必要があり

ます。 

 

 

※1　目安は、目標値を現状で達成すべき水準に按分した数値 
※2　県政世論調査で３年に１度、調査 
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【成果指標】 

 第１節　環境学習・自主的な環境活動等の推進

 
担当課 指標項目（内容） 単位

基準年度値 
（R1）

現状値 
（R5）

目標値 
(目標年度)

目安※１ 指標の

達成率
進捗状況

 
環境政策課

環境保全活動に取り組
んでいる県民の割合

％
59.9 
(R2)

69.8※2 65 
(R5)

65 107.4%
目標どおり

達成

 
環境政策課

環境学習講師派遣学習
会の受講者数

人
113 

(R2)
640 700 465.2 137.6%

目標以上 
達成

【現状と課題】
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（１）環境学習の推進 

ア　環境学習講師派遣（環境保全活動支援事業）　［環境政策課］ 

学校、自治会等が実施する環境学習会に、県が登録した専門的知識を有する講師を派遣しています。 
【令和５年度実績・令和６年度内容】令和５年度は 23 人を派遣。 

＜環境学習講師の派遣者数＞ 

 

イ　県立広島大学での教育　［高等教育担当］ 

　　庄原キャンパス（生物資源科学部）において、環境や生命科学に係る基礎的な内容から専門的・実践

的な内容まで段階的に学修できるよう、体系的なカリキュラムによる教育を行い、環境保全や資源の循

環利用などの分野で活躍できる人材を育成します。 

【令和５年度実績・令和６年度内容】令和５年度には、専門知識の修得に加えて、地域で活動されてい

る方の講義や現地実習等を通して、身近で起きている環境問題への理解を深める教育を実施したとこ

ろです。令和６年度は、地方公共団体（県、庄原市）や県内企業と連携し、現地視察や調査を採り入

れるなど、更なる教育内容の充実に取り組むこととしています。 

 

ウ　少年少女水産教室の開催支援　［水産課］ 

「海の日記念事業」開催の際に、小学生などを対象に、稚魚の放流など栽培漁業の体験学習を実施し、

漁業への理解を深めるとともに、資源の大切さを啓発しています。 
【令和５年度実績】福山市柳津港で、漁業団体等が開催した「海の日の記念事業」内での啓発活動を支

援。 

【令和６年度内容】前年度と同様の取組を予定している。 

 

エ　グリーン・ツーリズムの推進　［販売・連携推進課］ 

農山漁村地域において、自然、文化、人々との交流を楽しむ滞在型余暇活動であるグリーン･ツーリズ

ムは、自然環境や資源の大切さを考える機会となるため、広島県内で農林漁業体験活動が可能な施設な

どを紹介しています。 
【令和５年度実績・令和６年度内容】体験施設や宿泊施設の情報をホームページにより提供。 

 

オ　緑化研修及び緑化指導相談　［森林保全課］ 

県民をはじめボランティア団体や企業の緑化担当者を対象に緑化に必要な知識、技術の研修を行うと

ともに、県内の小学校を対象に「緑の学校」を開校し、学校に出向いて緑化研修や自然体験学習を行う

ことで緑化意識の普及啓発を進めています。さらに、みどりについての健康診断や病害虫防除等の緑化

相談等を実施し、緑化技術の向上を図っています。 
【令和５年度実績】令和５年度は緑化研修および講習会を 94 回（緑化研修 66 回、講習会 12 回、出張研

修 16 回）、緑の学校９回、緑化相談 304 件を実施。 

【令和６年度内容】前年度と同様の取組を予定している。 

※　関連事業：せとうち海援隊支援事業（P96）、環境月間行事の実施（P106） 

【取組状況】

 指標項目 H30 R1 R2 R3 R4 R5

 派遣者数（人） 23 21 7 31 37 23
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（２）啓発活動の推進 

ア　環境講演会の開催　［環境政策課］ 

ひろしま地球環境フォーラム等との共催により、地球環境等に関する講演会を開催しています。 
1

【令和５年度実績・令和６年度内容】令和５年度は食品ロス削減に関する講演会及び地球温暖化と気候

変動の講演会を開催。令和６年度も各方面での講演会を実施する。 

 

イ　ひろしま環境賞　［環境政策課］ 

環境保全活動への意欲を高めるため、地域において先覚的・独創的な環境保全活動等に積極的に取り

組み、環境にやさしい地域づくりに顕著な功績のあった個人・団体に対し、その功績を称えて表彰して

います。 
【令和５年度実績】長年に渡って、環境保全活動に従事した個人４名に対して表彰を行った。 

【令和６年度内容】例年どおりに実施する予定である。 

 

ウ　こどもエコクラブの支援　［環境政策課］ 

幼児から高校生までのこどもが自主的に環境保全活動を行う「こどもエコクラブ」について、地域環

境に関する具体的な取組・活動が展開できるよう、市町の協力を得て、支援情報を提供しています。  

【令和５年度実績・令和６年度内容】令和５年度は、49 団体のこどもエコクラブのメンバー419 人が活

動。令和６年度も引き続き取り組む。 

 

エ　環境月間行事の実施　［環境政策課］ 

県民の環境保全についての理解・関心や積極的な環境保全活動への意欲を高めるため、６月５日の「環

境の日」及び６月の「環境月間」を通じて、国、市町、団体等の協力のもと、各種事業を実施していま
2 2

す。 
≪「環境の日」ひろしま大会≫ 

【令和５年度実績・令和６年度内容】 

令和５年度は６月 18 日に参集型イベントを開催し、６月２日～６月 30 日に特設 Web サイトによるオ

ンライン開催を実施した。令和６年度は６月８日に参集型イベントを開催し、県内の団体等の環境活

動の紹介の他、環境に係るステージイベントを実施した。 
 
 
 

1　ひろしま地球環境フォーラム：　広島県の県民、団体、事業者、行政が相互に連携・協働しながら、環境にやさしい地域づくりを進める環境保全推

進組織。 
2　環境の日、環境月間：1972 年６月、国連人間環境会議がスウェーデンのストックホルムで開催され、「人間環境宣言」が採択された。国連では、こ

の会議を記念して毎年６月５日を「世界環境デー」としている。我が国では．環境基本法において６月５日を「環境の日」と定め、また６月を「環

境月間」として、事業者及び国民の環境保全についての関心と理解を深めるとともに、環境保全に関する活動を積極的に行う意欲を高めるための各

種事業を実施している。
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オ　環境と健康のポスター・標語コンクール（環境部門）の実施　［環境政策課］ 

子供たちに、ポスターや標語の作成を通して環境への関心と環境保全についての理解・認識を深めて

もらうため、関係団体と連携しコンクールを開催しています。 

【令和５年度実績】応募数：ポスターの部　12,013 点、標語の部　24,570 点 

 

 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

      

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カ　「エコひろしま」の運営　［環境保全課］ 

県民・事業者等による環境配慮への自主的な取組を促進するため、県環境情報サイト「エコひろしま」

を通じた環境情報の発信を行っています。 
【令和５年度実績・令和６年度内容】「エコひろしま」（https://www.pref.hiroshima.lg.jp/site/eco/）

を運営し、迅速で分かりやすい環境情報を発信。 

 

（３）リーダー人材の育成  

ア　環境学習講師専門研修　［環境政策課］ 

児童・生徒等を対象とした環境学習会をより効果的に実施するため、環境教育の実践者や、その支援

者等を受講対象とする研修会を実施しています。フィールドでのワークショップを行うなど参加者がお

互いの経験から学び合い、指導技術を高め合う学びに取り組んでいます。 

【令和５年度実績・令和６年度内容】学校や地域において環境教育を実践している者等を対象とし、令

和５年度は全３回の研修を実施し、延べ 62 人が受講した（全３回修了者は 15 人）。令和６年度も同様

に開催予定。

再利用 

見直し手直し 

エコが推し

広島県教育委員会賞 
福山市　御野小学校 
２年　山下　夢人

広島県知事賞　 
海田町　海田西小学校 
４年　石原　悠伍

いただきます 

無駄にしないよ 

そのいのち
広島県知事賞 

廿日市市大野　大野西小学校 
６年　杉本　あかり

広島県教育委員会賞 
尾道市　御調中学校 
３年　石橋　和奏

https://www.pref.hiroshima.lg.jp/site/
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（４）自主的な環境活動を行う仕組みづくり 

ア　ひろしま地球環境フォーラムの支援　［環境政策課］ 

県民、団体、事業者、行政の 217 会員（令和６年３月末）で組織する「ひろしま地球環境フォーラム」

が実施する環境講演会等の環境保全事業に対して、県は事務局として支援しています。 
【令和５年度実績・令和６年度内容】事務局として、各種事業の共同実施、情報提供等の活動を支援。 

 

図表　5－1－1　ひろしま地球環境フォーラムの概要 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

イ　大学間ネットワークの活用　［環境政策課］ 

大学生と教員が専門的な知識及び行動力を結集し、大学の枠を越えて設立した「大学環境ネットワー

ク協議会（ＵＥ－ｎｅｔ：ゆいねっと）」による地域における環境保全活動及び環境学習の取組を推進し

ています。 

【令和５年度実績・令和６年度内容】「大学環境ネットワーク協議会（ＵＥ－ｎｅｔ：ゆいねっと）」に

よる環境イベント等の企画運営や環境学習教材を利用した活動を支援。 
 

ウ　ひろしまアダプト活動支援事業（マイロードシステム・ラブリバー制度）　［道路河川管理課］ 
3

県の管理する道路・河川において、道路や河川敷の清掃、緑化、除草などを行う団体をアダプト活動

認定団体（マイロード認定団体・ラブリバー認定団体）として認定し、表示板の設置や保険への加入の

ほか、活動費の一部を奨励金として交付するなど、その活動を支援しています。 

【令和５年度実績】マイロード認定団体は、新たに 32（総計 751）の団体を認定し、22,201 人の参加を

得て延長 608.21km の道路清掃等を実施。 

ラブリバー認定団体は、新たに 18（総計 477）団体を認定し、16,145 人の参加を得て 294.51km の河

川清掃等を実施。 

【令和６年度内容】アダプト活動の拡大・充実を図るため、奨励金交付事業を継続し、団体への積極的

な支援を実施。

ひろしま地球環境フォーラム
【取組内容】 

① 環境教育 
② 広島県環境基本計画の推進 
③ 環境行動の推進 
④ 情報発信 
⑤ 環境国際協力 
⑥ ＮＰＯ等への活動支援　等

【設立年月日】 
　平成 17 年５月 31 日 
【構成団体】 
　県民、団体、事業者、行政 
　（会員数：214）

3　アダプト活動：アダプトが「養子縁組をする」という趣旨から、住民等が主体となって清掃・草刈等を中心に、公共空間をわが子のように面倒をみ

ていく活動。 

ひろしま地球環境フォーラムは、県民・団体・事業者・行政が相互に連携しながら環境にやさ

しい地域づくりを協働して進め、環境と経済が調和した活力ある地球環境保全型社会の創出に寄

与することを目的としています。



第５章　第１節　環境負荷の少ない社会を支える「人づくり・仕組みづくり」 

１０９

エ　道路河川清掃等業務委託事業　［道路河川管理課］ 

県が管理する道路河川において、県民の河川愛護意識の普及・向上を図るとともに、良好な道路河川

環境を保持するため、清掃業務等を市町を通じて住民団体に委託し、清掃活動等を行う住民団体を支援

しています。 
【令和５年度実績・令和６年度内容】清掃活動等を実施。令和５年度は 335 団体で実施。 

 
オ　河川清掃「クリーン太田川」　［道路河川管理課］ 

太田川流域の河川において、「クリーン太田川実行委員会」の主催により清掃を実施しており、県も河

川管理者として積極的に参加し、清掃活動を行う住民団体等を支援しています。 
【令和５年度実績・令和６年度内容】７月の河川愛護月間にあわせて基町環境護岸周辺にて中央セレモ

ニー及び一斉清掃活動を実施。令和５年度は 203 団体、11,890 人が参加しました。 

 
※　関連事業：県民運動の支援（P13）、せとうち海援隊支援事業（P96） 

 

カ　広島県グリーンボンドの発行について　［財政課］ 

　　広島県では、「2050 ネット・ゼロカーボン」の実現に向けた取組の一環として、グリーンボンドを発

行しています。県内外の投資家の皆様から、本県の環境施策に共感・応援していただくことで、地球温

暖化対策への取組を一層推進します。 

　また、本県グリーンボンドを購入いただいた投資家の皆様に、広島の森林づくりや海づくりに参加し

ていただけるよう、環境保全活動を支援するメニューを提供します。 

【令和５年度実績・令和６年度内容】本県グリーンボンドを発行し、購入いただいた投資家の皆様へ環

境保全活動支援メニューを提供。
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■ 広島県グリーンボンドとは 

県では、「2050ひろしまネット・ゼロカーボン」の実現に向けた取組の一環として、グリー

ンボンドを発行しています。県内外の投資家の皆様から、本県の環境施策に共感・応援してい

ただくことで、地球温暖化対策への取組を一層推進して参ります。 

 

〇　資金使途の例（一部） 

 

　 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、本県グリーンボンドを購入いただいた投資家の皆様に、広島の森林づくりや海づくり

に参加していただけるよう、環境保全活動を支援するメニューを提供しております。 

 

〇　環境保全活動支援メニュー例（一部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

広島県グリーンボンドの発行について 

漁場環境の保全
瀬戸内海域における 

良好な漁場環境の創出

照明の LED化
美術館等県有施設の 

照明の LED 化

小水力発電
小水力発電所の 
設置に対する補助

市街地再開発事業
脱炭素化に向けた 

サステナブルな都市再生
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■ 広島県グリーンボンド投資企業 

　　グリーンボンドの購入を通じて、本県の環境プロジェクトへの投資並びに賛同を表明し

た全 88 社のうち、グリーンボンド投資企業として「環境白書」への掲載にご協力いただ

いた投資家の皆様をご紹介します。 

 

  

 

　 

投資表明投資家一覧（27件） ※五十音順

※令和６年４月10 日時点
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環境省の調査によれば、我が国の環境産業の市場規模は、平成 12（2000）年の 58 兆円から令和３（2021）

年には 108 兆円に達しています。 
本県には、臨海部を中心に鉄鋼、化学などの基礎素材型産業や、自動車を中心とする裾野の広い加工組立

型産業の集積があり、これらが有する技術を生かしたエコビジネス育成のポテンシャルは高いと考えられま

す。 
特に市場の拡大が見込まれる省エネルギー、再生可能エネルギーなどの分野における研究開発の促進が必

要であり、それらを支える人材の育成が重要になっています。 
また、リサイクル関連産業の育成は、事業者による廃棄物抑制の取組につながるため、リサイクル関連の

研究開発やリサイクル製品の品質向上・販路拡大を推進する必要があります。 

 

※1　目安は、目標値を現状で達成すべき水準に按分した数値 

 
（１）環境・エネルギー産業の集積 

ア　環境・エネルギー産業集積促進事業　［イノベーション推進チーム］ 

SDGs をビジネスチャンスと捉え、環境汚染防止、廃棄物処理など環境浄化分野やネット・ゼロカーボ

ン社会の実現に向けた地球温暖化対策等の分野において、産学官連携による先進的な環境ビジネス創出

や人材育成などに取り組むことで環境・エネルギー産業の集積を図っています。 

【令和５年度実績・令和６年度内容】ひろしま環境ビジネス推進協議会を起点として新たなビジネスモ

デル開発を支援。広島県カーボン・サーキュラー・エコノミー推進協議会を起点としたカーボンリサ

イクル技術の推進。 

【現状と課題】

【成果指標】 

【取組状況】

 
担当課 指標項目（内容） 単位

基準年度値 
（R1）

現状値 
（R5）

目標値 
(目標年度)

目安 
※1

指標の 
達成率

進捗 
状況

 イノベーショ

ン推進チーム

環境・エネルギー分野
の付加価値額

億円 684
917 

（R4）
892 

（R7）
788 116．4%

目標どお

り達成

 イノベーショ

ン推進チーム

環境・エネルギー分野
の取組企業数

社 127
149 

（R4）
170 

（R7）
148.5 100.3%

目標どお

り達成

 １ 環境・エネルギー関連産業の育成

 
第２節　環境関連産業の振興
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（２）地域資源・特性に応じた支援 

ア　環境・エネルギー産業集積促進事業　［イノベーション推進チーム］ 

これまでに構築した海外の政府機関や環境団体とのネットワークを生かし、海外市場への販路開拓や

プロジェクト形成に取り組むとともに、海外スタートアップ企業等との連携による事業創出等を通じて、

県内企業の環境・エネルギー産業における海外展開を加速しています。また、大崎上島町に国のカーボ

ンリサイクル実証研究拠点がある本県の特色を生かし、広島県カーボン・サーキュラー・エコノミー推

進構想に基づき、産学官の連携組織を通じた企業間のマッチング支援や次世代教育プログラムの提供な

どの取組を実施しています。 

【令和５年度実績】海外スタートアップ企業等と連携した海外での新規事業創出を支援、カーボンリサ

イクル技術の社会実装に向けた企業間のマッチング支援、「カーボンリサイクル産学

官国際会議」の誘致。 

【令和６年度内容】海外スタートアップ企業等と連携した海外での新規事業創出を支援、カーボンリサ

イクル技術の社会実装に向けた企業間のマッチング支援、次世代教育プログラムの

提供、推進構想の改定等。 

 

（３）環境・エネルギー産業の研究開発の推進 

ア　環境・エネルギー産業集積促進事業　［イノベーション推進チーム］ 

　　　市場の成長が見込まれる環境・エネルギー分野での、研究開発、環境関連製品の開発等を支援するた

め、開発・実証の経費を助成しています。また、カーボンリサイクル分野においては、国は大崎上島に

実証研究の拠点を整備しており、こうした国の新たな取組と一体となって、本県を舞台にした研究活動

を誘発するため、協議会組織を立ち上げ、新たに研究実証・支援制度を創設するなど、カーボンリサイ

クルの研究拠点化を図っています。 

　　【令和５年度実績】環境・エネルギー産業集積促進補助金による支援（７件）、カーボンリサイクル関連

技術の研究・実証支援制度による支援（14 件）。 

【令和６年度内容】環境・エネルギー産業集積促進補助金による支援及びカーボンリサイクル関連技術

の研究・実証支援制度による支援。 

 

イ　中国四川省との環境保護合作事業　［環境政策課］［イノベーション推進チーム］ 

県が友好提携を結んでいる四川省と平成３年度に交わした「環境保護合作事業」に関する覚書に基づ

き、商談会や研修等を実施しています。  

【令和５年度実績・令和６年度内容】令和５年度は、広島県からの訪問団の派遣、中国四川省からの研

修生の受入を行い、相互に技術交流を行った。令和６年度も引き続き、研修員の受け入れや現地での

技術交流を実施予定。 

※　関連事業：廃棄物排出抑制･リサイクル施設整備費等助成事業（P37）、びんごエコタウン 4 推進事業

（P114）、循環型社会形成推進機能強化事業（P114）、リサイクル製品使用促進事業（P114） 

 

（４）産業分野の人材の育成 

ア　研究開発などに携わる人材の育成　［研究開発課］ 

【令和５年度実績】広島県畜産協会が主催する堆肥共励会の審査員として、堆肥に関する評価及び指導

を実施。研修会（堆肥共励会）において、「畜ふん肥料による WCS 用イネの栽培事例」について講演。 

【令和６年度内容】堆肥共励会の審査員として、堆肥に関する評価及び指導を実施。 

4　びんごエコタウン（構想）：平成 12 年 3 月に備後 22 市町村を対象地域として、モデル的に循環型社会システムを形成するためのマスタープランと

して策定。同年 12 月に当時の通商産業省と厚生省から中国地域では初めてのエコタウンプランとして承認された。
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（５）リサイクル産業の集積 

ア　びんごエコタウン推進事業　［循環型社会課］ 

福山市箕沖地区に整備した県内初のリサイクル企業向け「びんごエコ団地」の分譲を行い、循環型社

会の拠点形成及びリサイクル産業の振興を図っています。 
分譲を促進するため、土地代金の一部助成等の企業立地支援措置を講じており（びんごエコ団地企業

立地支援事業）、令和２年度に全６区画の分譲を完了しました。 
【令和５年度実績・令和６年度内容】分譲事業者に対して、立地を支援。 

※　関連事業：福山リサイクル発電事業の推進（P35） 

 

（６）リサイクル産業の育成 

ア　循環型社会形成推進機能強化事業　［循環型社会課］ 

廃棄物処理分野での循環型社会形成への取組を強化・加速させるため、産業廃棄物処理業界と大学に

よる体系的な研究開発等に取り組む産学連携の推進母体に対し、研究開発活動経費及び人材育成事業費

を助成しています。 

【令和５年度実績】研究事業 18 テーマに 69,684 千円、人材育成事業１テーマに 907 千円を支援。 

【令和６年度内容】研究事業 17 テーマ、人材育成事業１テーマに支援。 

 

イ　リサイクル製品使用促進事業　［循環型社会課］ 

県内産リサイクル製品の使用促進を図るため、「生活環境保全条例」に基づき、要件・基準に適合した

県内産リサイクル製品の登録を行っています。登録製品は県の事務・事業で率先使用するとともに、県

ホームページ等で製品情報を積極的に提供しています。 
【令和５年度実績・令和６年度内容】令和５年度末時点で 430 の登録を実施。 

図表　5－2－1　令和５年度　県の事業・事務における登録リサイクル製品の使用実績 

 種　　別 品　　目　　名 使　用　量 単　位

 

第一種

改良土 14,459 ㎥

 工事立て看板枠 8 基

 再生アスファルト安定処理混合物 1,535 t

 再生加熱アスファルト混合物 5,040 t

 再生鋼土 42 ㎥

 再生土 10,622 ㎥

 鉄鋼スラグ 114,015 ㎥

 

第二種

再生加熱アスファルト混合物 64,669 t

 再生砂 487 ㎥

 再生砕石 117,237 ㎥

 再生粒度調整砕石 6,920 ㎥

 鉄鋼スラグ 34 ㎥

 法面緑化用吹付材 54,616 kℓ

 有機肥料 120 kg

資料：県循環型社会課
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（１）環境に配慮した事業活動等の普及促進 

環境保全に対する事業者の関心度は着実に増加しており、実際の行動に移している事例も多く見られるよ

うになったが、まだ十分とは言えない状況である。 

県では、事業者等が自主的に環境負荷低減を目指す環境マネジメントシステム 5（エコアクション 216 など）

の導入に資するセミナーを行っており、認証資格の取得を促しているが、近年の取得事業者数は芳しくない

状態である。 

環境経営や SDGｓに取り組むメリット・方法を多くの事業者に十分理解・把握してもらうことが必要です。 

 

（２）アセスメント手続等を通じた環境に配慮した事業の推進 

環境に著しい影響を及ぼすおそれのある事業については、事業実施前に、その環境影響について予測及び

評価を行い、結果を公表し、住民の意見を聴くなどして十分な環境保全対策を講じる必要があります。「環境

影響評価 7 法」や「環境影響評価に関する条例」では、一定規模以上の事業について、環境影響評価書等の

作成・公告縦覧や住民等の意見聴取等の手続について規定しています。 

 

 

【現状と課題】

 第３節　環境配慮の仕組みづくり

 １ 事業者等による環境に配慮した取組の推進

5　環境マネジメントシステム：企業等の事業組織が法令等の規制基準を遵守するだけでなく、自主的、積極的に環境保全のために取る行動を計画・実

行・評価するためのシステム。①環境保全に関する方針、目標、計画等を定め（Plan）、②これを実行、記録し（Do）、③その実行状況を点検して（Check）、

④方針等を見直す（Act）一連の手続き。 
6　エコアクション 21：ＩＳＯ規格をベースに環境省が策定した、システム構築や維持費用が安価な、中小企業にも取り組み易い環境マネジメントシ

ステム。 
7　環境影響評価：大規模な開発等の事業の実施が環境に及ぼす影響について、事前に調査、予測及び評価を行い、その結果に基づいて事業の内容を見

直したり、環境保全対策を立案したりする手続のこと。 
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図表　5－3－1　環境影響評価に関する条例の手続の流れ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：県環境保全課 

 
なお、「環境影響評価法」（平成 11 年完全施行）については、法施行後 10 年を経て浮かび上がってきた課

題への対応力、環境アセスメントが果たすべき役割の変化等を踏まえ、事業の計画段階における配慮事項の

検討（配慮書）や、方法書段階での説明会の義務化などが追加されました。（平成 25 年４月１日施行） 

環境影響評価方法書の手続（効率的でメリハリの効いた調査項目等の設定） 

 
 
 
 
 

方法書の作成（環境影響評価の 
実施方法の案） 

環境の保全の見地 
からの意見 

 

知事・市町長の 
意見

環境の保全の見地 
からの意見 知事・市町長の 

意見

評価書を知事・市

町長へ送付 

県　民 事業者 知事・市町長

環境影響評価の実施方法の決定

環境影響評価の実施

環境影響評価準備書の作成

環境影響評価書の作成

事　業　着　手

　　　　　　　　　　フォローアップ（事業着手後の調査等）

許認可等へ反映
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※1　目安は、目標値を現状で達成すべき水準に按分した数値 

 

 
（１）環境に配慮した事業活動等の普及促進 

　ア　ひろしま地球環境フォーラム等との連携　［環境政策課］ 

環境問題に関心の深い企業や団体、行政などが連携して環境にやさしい地域づくりを協働して進めるこ

となどを目的として設立されたひろしま地球環境フォーラム等と連携して、講演会やセミナー等を行って

います。事業を通じ、事業者等に対して、環境経営や SDGs に取り組むメリットなどを紹介することにより、

事業者等の環境に配慮した取組を促進します。 

 

　イ　環境マネジメントシステムの導入促進　［環境政策課］ 

環境負荷の低減に向け、企業等の自主的な取組が求められていることから、セミナー等を実施し、中小

企業向け環境マネジメントシステムであるエコアクション 21 等や、ＩＳＯ14001 の取得促進を図っていま

す。 

 

ウ　融資制度等による支援 

（ア）中小企業高度化資金貸付制度　［経営革新課］ 
中小企業が協同組合等を組織して、共同で公害防止施設を設置する場合、貸付条件を優遇していま

す。 
【令和５年度実績・令和６年度内容】貸付条件は次のとおり（令和５年度は実績なし。）。 

図表　5－3－2　貸付条件（令和６年４月１日） 

　　　資料：県経営革新課 

（イ）農業近代化資金制度　［就農支援課］ 
農業生産等に伴う環境負荷の低減を図るため、家畜ふん尿処理施設や堆肥舎等を設置する場合、資

金の融資を行っています。 
【令和５年度実績・令和６年度内容】融資条件は次のとおり（令和５年度は実績なし。）。

【成果指標】 

【取組状況】

 
担当課 指標項目（内容） 単位

基準年度値 
（R1）

現状値 
（R5）

目標値 
(目標年度)

目安※１ 指標の 
達成率

進捗状況

 

環境政策課

ひろしま地球環境フ

ォーラム会員のうち、

SDGｓと関連付けて事

業活動を行っている

事業者の割合

％ 29.7 63.5
75 

（R7）
59.9 106.0%

目標どおり 
達成

 

環境政策課

環境経営や SDGｓに

関するセミナー等受

講事業者数

者
65 

（R2）
123

80 
（R7）

74 166.2%
目標以上 
達成

 区　　　分 一般の高度化事業 共同公害防止等施設を整備する場合

 貸 付 限 度 額 貸付対象施設の設置資金の 80％以内

 貸 付 利 率 年 0.8％ 無利子

 償　　還　　期　　間 20 年以内（うち据置期間３年以内）
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図表　5－3－3　融資条件（令和６年６月 19 日） 

資料：県就農支援課 

 

（２）環境に配慮した物品等の購入 

ア　県産材消費拡大支援事業　［林業課］ 

　　県産材の消費拡大を図るため、県産材を使用した木造建築物を建築する場合、その金額の一部を助成

しています。 

【令和５年度実績】2,731 棟の建築物に対し、総額 79,512 千円（平均 2.9 万円/棟）を助成。 

【令和６年度内容】①県産材を使用した木造建築物の建築に対し、県産材利用量に応じて 1ｍ3 あたり

3.3 千円を助成。 

②木造建築物を年間 10 棟未満建築する者に対し、県産材を供給した場合、その提案

に要する経費として 1社あたり 34 千円を助成。 

 

（３）法や条例に基づく適切なアセスメント手続の実施 

ア　環境影響評価法・条例に基づく手続　［環境保全課］ 

「環境影響評価法」及び「環境影響評価に関する条例」に基づき、一定規模以上の事業について、適

切な環境影響評価が実施されるよう審査、指導しています。 
また、手続終了事業については、「環境影響評価に関する条例」及び「環境影響評価に係る事後指導実

施要領」に基づき、事後調査の実施状況を調査しています。 
【令和５年度実績】北広島町が関係地域として計画されている風力発電所の設置について、法に基づく

準備書手続を実施。呉市が関係地域として計画されているごみ焼却施設の設置について、条例に基づ

く方法書手続を実施。手続終了後の事業に対する事後調査については、６件について報告を求め、実

施状況の確認等を実施。 
環境影響評価制度の対象とならない都市計画区域での開発行為、公有水面の埋立等に対して、知事

の許認可に際し、環境の保全状況について審査。 
【令和６年度内容】引き続き、環境影響評価対象事業に対して、適切な環境影響評価が実施されるよう

審査・指導するとともに、手続終了後の事後調査や環境への影響に関する審査を実施。 

 
貸 付 限 度 額

個人：1,800 万円（県特認２億円）、法人：２億円、農協等：15 億円 
［認定農業者の特例の場合］ 
個人：1,800 万円、法人：3,600 万円

 
貸  付  利  率

年 1.40％ 
［認定農業者の特例の場合］ 
年 0.65％～1.25％

 
償  還  期  間

個人・法人：15 年以内（うち据置期間３年以内） 
農協等：20 年以内（うち据置期間３年以内） 
［認定農業者の特例の場合］ 
15 年以内（うち据置期間７年以内）
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（４）公共事業における環境配慮の推進 

ア　公共事業における環境配慮の推進　［環境保全課］ 

県の公共事業における環境配慮を推進するため、「県環境配慮推進要綱」に基づき、事業の計画段階

から工事段階に至る、環境配慮の推進に努めています。《県公共事業における環境配慮の状況は、「広島県

環境データ集」参照》 
図表　5－3－4　県公共事業における環境配慮の流れ 

 
 
 
 
 
 
　　　　　　　　　　　　 

資料：県環境保全課 

【令和５年度実績・令和６年度内容】計画・設計工事段階で環境配慮チェック表を作成（令和５年度実

績：大・中規模事業 30 件）。 

図表　5－3－5　環境配慮チェック表 

 

※灰色の欄は各事業種の環境配慮チェック表の対象外項目。

環境配慮の段階

 
構 
想

 
供 
用

事業の進行

 
計 
画

 
設 
計

 
工 
事

環境配慮の検討・実施
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県は、環境の保全に関する各種施策を推進する行政主体であると同時に、県内の社会経済活動における一

事業者、一消費者としても大きな位置を占めています。 

こうした立場から、「広島県地球温暖化対策実行計画」、「自動車使用合理化計画」及び「広島県グリーン購

入方針 8」により、省エネルギー・省資源行動へ取り組み、環境への負荷の軽減を図るよう努めています。 

令和５年３月には、県自らが事務事業で排出する温室効果ガスの削減目標を定めた第５期広島県地球温暖

化対策実行計画を改定し、2030 年ネット・ゼロカーボン社会の実現に向け、計画に基づいて、県有施設の LED

化や太陽光発電設備の設置など、省エネや創エネによる温室効果ガスの削減対策を進めています。 

また、令和５年度のグリーン購入の調達実績については、５分野で 95％以上の調達割合となっています。

環境物品の購入が更なる環境物品の普及を促進していく好循環を作るために、グリーン購入の着実な取組を

更に進めていく必要があります。 

調査・研究分野では、総合技術研究所や県立広島大学において、産業技術や保健・環境に関する総合的な

試験研究に取り組み、多様な環境問題の解決に貢献しています。 
今後も、複雑化・多様化する環境問題に適切に対応した調査・研究を推進する必要があります。 

 

 　　図表　5－3－6　グリーン購入調達率実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現状と課題】

 ２ 県自らの率先行動

8　広島県グリーン購入方針：環境への負荷の少ない物品等（環境物品等）の購入に向けた本県の方針。国や地方公共団体が率先して環境物品等の購入

を進めることにより、環境物品等の需要が増え、企業は環境物品等の開発・生産を積極的に行い、より多様な環境物品等をより低価格で入手するこ

とが可能となるなど需要面からの取組を促進し、環境への負荷の少ない社会を構築していくため、策定している。 
（参考：県ホームページ https://www.pref.hiroshima.lg.jp/site/eco/b-b5-green-index-h23.html）

(%)

(%) 

(%)

資料：県環境政策課



第５章　第３節　環境負荷の少ない社会を支える「人づくり・仕組みづくり」

１２１

 

※1　目安は、目標値を現状で達成すべき水準に按分した数値 
※2　県営水道事業が広島県水道広域連合企業団へ移行したことを受け、当該温室効果ガス排出量を差し引いた値 
※3　県庁本庁舎における再エネ電力の調達（P122）の効果を反映した排出量。なお、基礎排出係数を用いて算定した排出量は

105,524t-CO2。 

 
（１）温室効果ガス削減行動 

ア　県地球温暖化対策実行計画の推進　［環境政策課］ 

地球温暖化対策推進法第 21 条の規定に基づき策定した実行計画の趣旨を踏まえ、県の事務及び事業か

ら排出される温室効果ガスの抑制や省資源・省エネルギーなどの環境に配慮した取組を推進しています。 
令和５年３月に実行計画を改定し、県の事務事業から排出される温室効果ガス排出量を、2030 年度ま

でに 55%削減（2013 年度比）する削減目標を設定しました。 

実行計画に基づいて、令和５年度からは温室効果ガス排出量の８割を占める電気の使用に係る取組を

重点的に実施していくこととしており、太陽光発電設備の設置等の再エネ創出と、照明の LED9 化等の省

エネ製品への切替を計画的に推進していきます。 

　※　関連事業：広島県地球環境対策推進会議（P7、P22） 

 

　　（ア）県有施設照明の LED 化　［環境政策課］ 

消費電力が少ない LED 照明への切り替えを計画的に行い、2030 年度までに 100%LED 化を目指しま

す。また、庁舎等の新築・改修時には、LED 照明を標準設置していくこととします。 

【令和５年度実績】82 施設で工事完了 

【令和６年度内容】17 施設で工事予定 

 

　　（イ）県設置の信号機の LED 化　［交通規制課］ 

二酸化炭素排出量の低減を図るため、計画的に消費電力が少ない LED 信号機（車両用灯器、歩行

者用灯器）に改修し、2030 年度までに 100%LED 化を目指します。 

【令和５年度実績】ＬＥＤ灯器を車両用 1,767 灯、歩行者用 1,591 灯整備。 
【令和６年度内容】ＬＥＤ灯器を車両用 1,620 灯、歩行者用 1,680 灯整備予定。 

＜LED 信号灯器整備状況＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：灯） 

 

　　

【成果指標】 

【取組状況】

 
担当課 指標項目（内容） 単位

基準年度値 
（R1）

現状値 
（R5）

目標値 
(目標年度)

目安※１ 指標の 
達成率

進捗 
状況

 
環境政策課

県の事務事業で排
出される温室効果
ガスの排出量

t-CO2
149,985※2 

(H25)
101,862

※3

67,493 
(R12)

101,460 99.6% 概ね達成

 
環境政策課

県のグリーン購入
調達率

％ 88.3 87.4
100  
(R7)

96.1 90.9% 概ね達成

 指標項目 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5
 車両用灯器 130 231 262 510 589 592 1,224 1,767
 歩行者用灯器 104 191 233 340 317 196 398 1,591

9　ＬＥＤ：発光ダイオード(Light　Emitting　Diode)、電気を流すと発光する半導体。 
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（ウ）太陽光発電設備の導入　［環境政策課］ 

PPA モデル 10 により、太陽光発電設備を計画的に導入し、2030 年度末までに設置可能な施設・土

地の 50%に導入を目指します。 

【令和５年度実績】２施設に導入を決定 

【令和６年度内容】令和５年度に決定した２施設の稼働。新たな施設への導入を決定。 

 

（エ）再エネ電力の調達　［環境政策課・財産管理課］ 

県庁本庁舎で使用する電力について、令和５年度から電気小売事業者から再生可能エネルギーを

調達することで 100%再エネ化を目指します。 

【令和５年度実績・令和６年度内容】令和５年４月から再生可能エネルギー電力の調達を開始。令

和６年度についても継続する。 

 

（オ）公用車の電動化　［環境政策課］ 

更新年度（リース７年、所有 12 年）を迎えた公用車について、代替可能な電動車がない場合を

除き、リースにより原則ハイブリッド自動車を調達していき、2030 年度までに既存車両も含めて

100%電動車とすることを目指します。 

【令和５年度実績】94 台をハイブリッド車に更新 

【令和６年度内容】31 台をハイブリッド車に更新予定 

 

イ　太田川流域下水道事業　［流域下水道課］ 

下水道の未利用エネルギーの有効活用を促進するため、東部浄化センターにおいて下水の処理工程で

発生する消化ガスを利用した発電設備を設置しています。 
令和元年度より、民設民営による消化ガス発電事業へ移行しました。（平成 30 年度をもって事業終了） 

 

ウ　芦田川流域下水道事業　［流域下水道課］ 

下水道の未利用エネルギーの有効活用を促進するため、芦田川浄化センターにおいて、下水の処理工

程で発生する汚泥を石炭等代替燃料として利用可能とする汚泥固形燃料化施設を設置しています。 
平成 29 年１月供用開始。汚泥固形燃料化施設により、令和５年度は 23,856 トンの固形燃料化物を製

造し、約 6,160 トンの二酸化炭素排出量を削減。引き続き、汚泥固形燃料化施設を運転し、二酸化炭素

排出量を削減。 

 
（２）環境配慮率先行動 

ア　グリーン購入の推進　［環境政策課］ 

「県グリーン購入方針」に基づき、物品等の購入に当たって、価格や品質、利便性といった従来の基

準だけでなく、環境負荷の低減を判断基準とすることとし、県が率先してグリーン購入を進めることに

より、県民・事業者等に対するグリーン購入の普及促進や環境物品等への需要の転換を促進しています。 

【令和５年度実績・令和６年度内容】紙類、文具類など 22 分野 289 品目について調達の具体的な判断基

準を定めるとともに、16 分野に調達目標を設定し、環境物品の優先的な購入を推進。 
※　関連事業：リサイクル製品使用促進事業（P114） 

10　PPA モデル：PPA 事業者が需要家の屋根等に太陽光発電システムを設置・運用し、そこで発電した電気から需要家が電気使用量に応じて PPA 事業者

に電気使用料を支払うモデル。 
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イ　農業農村整備事業　［農業基盤課］ 

市町毎に田園環境整備マスタープランを作成し、これを踏まえた事業計画の策定や、「県農村環境情報

協議会」での意見交換・情報収集を行い、環境との調和に配慮した農村空間整備を行っています。 
【令和５年度実績】農業農村整備事業計画地区において｢県農村環境情報協議会」での意見交換を踏まえ、

環境配慮工法等を検討。 
【令和６年度内容】引き続き、県農村環境情報協議会での意見交換を踏まえながら、県環境配慮推進要

綱に基づき環境との調和を図った整備を推進。 
 
（３）県による調査・研究の推進 

ア　県立広島大学における研究　［高等教育担当］ 

庄原キャンパス（生物資源科学部）において、行政、企業及び公設の試験研究機関など様々な機関と

連携して、環境に関する研究に取り組みます。 

【令和５年度実績・令和６年度内容】地域や企業のニーズに対応した環境に関する研究等を実施。 

（令和５年度の主な研究実績） 

　　　※１　海･川･湖･池等の水･土壌･空気などの環境に存在する生物由来のＤＮＡ 
※２　ＬＣＡ（Life Cycle Assessment）。ある製品・サービスのライフサイクル全体またはその特定段階における環境負荷を

定量的に評価する手法 

 項目 研究内容等

 

県内河川の環境

評価

環境ＤＮＡ※１による河川の環境評価に関する研究 

～魚類等のＤＮＡや化学物質を解析し、生活を豊かにするための様々な化学物質

が環境に与える影響を調査し、生活レベルを落とさず環境負荷を下げる社会の在

り方を模索

 

県内河川環境の

保全やその改善

に関する調査研

究

処理水の着色原因等調査及び改善策、小河川環境の保全に関する研究 

～河川に放流される排水処理後の処理水の着色について、その原因を調査すると

ともに、その改善策について検討 

～農業用水/都市放水路/修景用水等の複数の用途を有する小河川の環境保全に

ついて、流域住民-管理自治体との連携による保全活動のための協働事業を実施

 

地球環境に影響

を与える温暖化

ガスの評価

県内水田でのメタン発生量に関する研究 

～水田で竹混合堆肥の土壌投入によるメタン発生量抑制効果についての研究や、

庄原市山内地区の水田の土壌を用い、メタン発生量調査を室内実験で調査 

～令和６年度は実際の水田で、メタン発生量を調査

 

様々なモノづく

りに関わる環境

影響評価

ＬＣＡ※２を用いた脱炭素・カーボンニュートラルなどを目指した低環境負荷な

モノづくりに関する研究 

～建築物や建築材料を中心として、様々な事業者が生産する製品の環境負荷量の

算定方法の研究や、その削減策などを提案
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イ　総合技術研究所における研究　［研究開発課］ 

県内事業者等や事業局から要請された技術課題に対応し、既存製品の改良・新商品開発・生産性向上

を支援し、県経済の持続的発展と県民の健康と快適な生活環境の確保に貢献します。 

【令和５年度実績・令和６年度内容】保健環境・工業・農林水産業分野を有する総合力やこれまでの技

術蓄積等の強みを発揮し、ニーズを起点とした課題解決・研究開発を推進。大気中に飛散したアスベ

ストの簡易測定技術開発、産学両者の連携・共同による循環型社会への転換に向けた研究開発事業な

どの支援を実施。 

 

（４）研究成果の利用促進 

ア　調査・研究等の成果の公表　［研究開発課］ 

【令和５年度実績・令和６年度内容】県が開発した特許技術を商品化した、建材中のアスベスト簡易測

定キットの広報等を実施。引き続き、必要に応じて研究成果の普及・利用促進のための広報等を実施。 


